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卸研総会開催

　情報志向型卸売業研究会（以下、
卸研）は、さまざまな業界の卸売業
に共通する情報化の研究を通じて、
卸売業の合理化・近代化を促進する
ために、通商産業省（現：経済産業
省）の指導の下、1985年 8月に設
立された研究会である。
　今年度、40期を迎えた卸研は、
2024年 5月 15日、明治記念館に
て、卸研 第 40回通常総会を開催
した。

卸研 第 40 回通常総会

　通常総会では、卸研の 2023年度
の活動報告、収支決算、会則の改案、
2024年度の活動計画案、予算案、
新役員案を事務局より説明し、全議
案承認された。
　今回、卸研会員制度の見直しが行
われ、2024年度からは準会員も研
究委員会に参加可能となり、年会費
も変更となった。

研究委員会成果報告

　2023年度は「次世代卸売業への
変革」を全体テーマに設定し、研究
活動を行った。総会では、研究委員
会の座長であるカナカン㈱ 今村孝
樹氏が代表して、研究成果のサマ
リーを報告した。
　2023年度は、物流問題、卸売業

の協業、DX、セキュリ
ティ、リスキリング、
データマネジメントに関
するサブテーマを設定
し、卸研会員アンケート
やヒアリング、事例収集
などを通じ、詳細報告を
取りまとめた。詳細資料
は、2023年 3月に「卸
研会報」として発行して
いる。

小売業界の物流改善

　研究委員会成果報告に
続けて、サミット㈱ 執
行役員 物流部マネジ
ャー 武田哲志氏が「SM

物流研究会の取り組み」
について、記念講演を行
った。
　2022年、サミット㈱、
㈱マルエツ、㈱ヤオコー、㈱ライフ
コーポレーションの 4社で始まっ
た「4社物流協議会」は、①発注時
間の見直し（前倒し）、②特売品・
新商品のリードタイム確保、③納品
期限の緩和、④流通 BMSによる業
務効率化、について足並みをそろえ
て取り組むこととし、日食協や卸と
対話しながら改善を進めた。
　この活動を、より持続的に進める
ため 2023年 3月に「首都圏 SM物
流研究会」を発足させた。この動き

に賛同し、研究会に参
加する小売りが、地域
問わず増えてきたこと
から、2024年現在は、
「SM物流研究会」と
「首都圏 SM物流研究
会」の 2部制で活動
を行っている。
　現在は、①～④の

取り組みの他、予約受付システムの
導入、バラ積み納品削減などにも積
極的に取り組んでおり、各社で、荷
待ち・荷役作業時間を計測、報告し、
比較することで、スピード感をもっ
て、物流改善を進めている。
　武田氏の物流改善に向けた熱意あ
る講演により、参加者も、物流効率
化、改善に向けた思いを新たにした
様子であった。

2024 年度に向けて

　2024年度からは、卸研会員制度
の見直しにより、より幅広い卸売業
の方に、研究委員会に参加いただけ
るようになった。
　卸研では期中入会も受け付けてお
り、卸研の活動に関心がある方は、
ぜひ卸研事務局までお問い合わせい
ただきたい。
（RFID・デジタル化推進G　前川）

情報志向型卸売業研究会 第 40回通常総会 開催報告
ー 卸研研究委員会の研究成果と小売業界における物流改善の取り組み ー

写真 2　卸研座長 カナカン 今村孝樹氏

写真 3　記念講演をする サミット 武田哲志氏

写真 1　総会会場の様子
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　GS1は、2024年 5月 23日に各
国加盟組織（GS1 MO）が集まる
総会をイタリアのローマで開催し
た。今般の総会は、各国会長の招聘
に比重が置かれていたこともあり、
76のGS1 MOのCEO、46のGS1 

MOの会長がローマに集結した。
対面での参加者は 254名、オンラ
インからの参加者は 64名、総参加
者は 318名に上り、コロナ前の総
会以来の大規模な開催となった。
　GS1 Japanからは、杣谷専務理
事と森理事、太田が現地にて出席し
た。また、2023年 GS1理事に選
任されたイオン㈱DX推進担当の菓
子豊文氏も対面で参加した。
　開催地がイタリアということもあ
り、"The art of transforming 

tomorrow: a new Renaissance　
（明日を変革する技術：新たなるル
ネサンス）"というスローガンが設
定された。総会の前日にはゲストス
ピーカーとして学者や哲学者が登壇
し、変革のカギとなるAIや Trusted 

Dataの今後について発表が行われた。
GS1イタリアの会長 Francesco 

Del Porto氏（Barilla社）は、そ
れらを活用したデジタル化、サプラ
イチェーンの効率化、サステナビリ
ティの実現を今後 3年間の重点分
野として位置付け、消費者や規制当
局と緊密に連携を取っていくことを
宣言した。

政府・規制当局の対応が重要に

　GS1総会は、GS1の最高意思決
定機関である。前日の理事会の承認
を経て上程された「23/24 年度の
事業報告」、「24/25 年度の GS1

本部事業計画・予算」、「事業戦略」
などを承認した。また、2025～ 2030

年の新しい GS1中期取組方針であ

る「Vision 2030」 に つ
いて戦略チームを組織し、
次回 2025年 5月の総会
での承認に向けて、案の
検討・策定をしていくこ
とが決定された。
　今回更新した事業戦略
の中でも、とりわけ重点
が 置 か れ た の は「GS1 Global 

Public Policy Strategy」である。
近年、GS1システムにも影響する
政府規制が世界各地で急速に増加し
ていることもあり、政府などの規制
当局とのコミュニケーションの重要
性が再認識されている。GS1では
すでに取り組みが進められており、
例えば、EUのエコデザイン規制の
改正に伴い、製品のトレーサビリテ
ィ確保などの目的で定められた
Digital Product Passport（DPP）
は、GS1標準の二次元シンボルを
活用して規制の要件を満たすことが
可能であり、GS1本部と各国MO

が、EUや自国の行政機関、ユーザー
企業に働きかけを行っている。他の
課題についても、今後は GS1内部
での連携と政府や産業界との協力体
制をより一層強化し、「グローカル」
なアプローチで取り組んでいく。

2D シンボルのブランディング戦略

　GS1は 50年間にわたり、標準
化を通じて業界での相互運用性の実
現や信頼の獲得に努めてきたが、従

来のバーコードはブランディングさ
れておらず、認知向上の機会を生か
し切れていなかった。そのため、二
次元シンボル推進と並行して、同シ
ンボルにGS1のロゴを付してGS1

のブランディングに役立てるブラン
ディングパイロットの実施とその
ルールが承認された。試験的に四つ
の GS1 MO（オーストラリア、ブ
ラジル、フランス、英国）が実施し、
その結果を踏まえ将来的には他MO

の参加も検討する。

理事の交代と新たな GS1 加盟国 

　GS1総会では、理事の選任や新た
な加盟組織の採決も行われる。今般
の総会では、理事の動きは少なかっ
たが、もともと理事企業であるGoogle

は Matthias Zenger 氏、Procter 

& Gambleは April Cielica氏に交
代した。また、アンゴラとルワンダ
の 2ヵ国が新たにGS1に加盟した。
各国・地域のMOに振り分けられ事
業者コードの先頭となるGS1プリフ
ィックスは、アンゴラが 606、ルワ
ンダが 632に決まった。
　また、2025年 5月の総会はイン
ドのムンバイにて開催される｡
　当財団では、引き続き事業者の
DXをサポートし、消費者や患者の
安全・安心をより確かなものとする
ための GS1標準の活用を今後も推
進していく。

（総務部　太田）

GS1総会をイタリアのローマで開催
ー GS1の事業計画・中期戦略を承認 ー

写真 2　総会壇上のGS1本部リーダーシップチーム

写真 1　Batenic GS1会長（右）と
de Barbuat GS1 President&CEO
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　2024年 4月 23日､ ｢流通シス
テム標準普及推進協議会 2024年度 

通常総会」が明治記念館（東京・港）
で開催された。経済産業省 商務
サービスグループ 消費・流通政策
課長 兼 物流企画室長の中野剛志氏
の来賓挨拶の後、淺野正一郎会長の
進行で議事は滞りなく進んだ。議事
に続き記念講演会を行った。
　以下では、J.フロント リテイリ
ング㈱執行役常務の林直孝氏の記念
講演「デジタル化社会における小売
業の情報活用と今後の拡張の必要性
について」の内容を紹介する。

J. フロント リテイリングが目指
すビジネス・トランスフォーメー
ション

　J.フロント リテイリング（JFR）
は、百貨店の大丸、松坂屋、ショッ
ピングセンターのパルコ等を擁する
グループである。JFRの DXはデ
ジタル・テクノロジーを駆使し、「カ
スタマー・エクスペリエンス
（CX）」、「エンプロイー・エクスペ
リエンス（EX）」での変革を行い、
「ビジネス・トランスフォーメーシ
ョン（BX）」の実現を目指している。
　EXの領域では業界内の共通課題
を解決するサービスを創出し、共通
利用していくことに着手している。
　これは JFRではなく私が委員長
として参画している（一社）日本シ
ョッピングセンター協会（SC協会）
DX委員会の取り組みだが、まず商
業施設管理には長年棚上げされてき
た「売上精算効率化」がある。テナ
ント側は営業時間中のレジ決済と日
時売上精算報告の、ディベロッパー
側は売上精算報告の照合に要する人
員コストと証憑類の配送・保管コス
トの問題があり、これを解決すれ

ば、前者はテナント販売員
の業務が年間 280億円相
当の削減（時給 1000円換
算）、後者も業務・コスト
が改善できることになる。
2024年は「標準化ルール
の提言」を、次に「標準化
ルールに基づいたシステム
化」に着手する計画である。
　また商業施設管理では、高齢化や
人手不足に伴う、属人的になりがち
なノウハウの継承等に課題があり、
これをシステム化する仕組みの
「+BISION」がある。ビル運営に関
する様々な情報をデジタル化して
データ分析できるようにするもの
で、まずパルコの中で使い、他 SC

への提供を予定している。同様に、
事業者が全ての環境データを把握す
る仕組みの「エコテックサービス」
を今後コミュニケーション・ツール
として提供していく予定。
　このように必要に迫られて事業会
社がシステムを作り、それを業界に
波及させていく手法が今後の潮流に
なる。これを可能としたのはクラウ
ドの存在や AIによるプログラムの
簡素化であり、そのハードルは下が
っている。
　CXについてはEXと正反対の「独
自性」、「強み」がキーとなる。
　以前、米 Amazon社ベゾス氏の
「何が変わらないのかが重要」であ
るとの発言に感銘を受けた。そこで
10年後も変わらない価値を自社の
「独自性」、「強み」と認識し、それ
を高めようと考えている。
　その際に重要なのは、①カスタ
マー・データ・ドリブン経営の実践、
②データテクノロジーを活用した新
しいビジネスモデルの構築、③それ
らを支える人材育成である。

　①については、顧客の生涯価値を
高めるショップや商品・サービスと
の素敵な出会いを増やすことが我々
の独自性と考えて、百貨店とパルコ
と JFRカード等、グループの情報を
集約した「グループ統合データ基盤
（JCDP）」を活用し、個々の事業会
社では分からなかった顧客の分析を
進めている最中である。
　②では今後世界で起こる変化とし
て「バーチャル（メタバース）ファー
スト」への移行が予見されている。
BtoCの物販系 ECの売上はスマホ
普及により 2008年の 2.9兆円から
2021年は 13.3兆円に拡大してい
る。2026年には世界の 4分の 1の
人々は 1日 1時間以上メタバースで
過ごすと予測している。
　百貨店は前身の呉服店時代の座売
りから、昭和・平成の売場面積拡張
期の陳列式立売を経て、今後第 3形
態の「体験の拡張・共創空間 LBX

（Location Based Experience）
Platform」へと移行していくと予想
する。そのために、③のデジタル人
材の育成と全社員のデジタルリテラ
シーの底上げを進める計画である。
　講演会後、会場を移して懇親会を
行った。懇親会は終始なごやかな雰
囲気の中で行われ、盛況のうちに終
了した。
（流通システム標準普及推進協議会

事務局）

流通システム標準普及推進協議会 2024年度 通常総会
ー J.フロント リテイリング㈱執行役常務 林直孝氏による記念講演 ー

記念講演の様子
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　RFID関連のニュースを提供する
ウェブメディアであるRFID Journal

（www.rfidjournal.com/）が主催
するイベント、RFID Journal LIVE! 

2024が 4月 9日から 11日の 3日
間ラスベガスにて開催された。
　毎年開催される本イベントでは、
RFIDのユーザーやベンダー、関連
する標準化団体などが展示や講演を
行う。以下に、発表された講演の一
部を報告する。

UPS：貨物運送における全ての
工程での RFID 活用

　世界 200ヵ国以上で貨物運送
サービスを展開する物流大手 UPS

（United Parcel Service, Inc.）は、
SPSF（Smart Package Smart 

Facility）を推進している。SPSF

とは具体的には、荷物の受け取りか
ら引き渡し、顧客による荷物の確認
まで、貨物運送における全ての工程
での RFID活用を進める取り組み
を指す。
　既に、UPSが取り扱う各荷物段
ボールケースには RFIDラベルが
貼付されている。物流倉庫内での自
動仕分けや荷物の位置情報のリアル
タイム検索などにRFIDを活用し、
運用コストの削減と生産性の向上、
顧客満足度の向上を実現している。
　RFIDリーダを搭載した車両も
2024年夏ごろ運用開始を予定。車
内上部に取り付けられたリーダが各

段ボールケースに貼付されている
RFIDラベルを常時読み取り、車外
にどの荷物が取り出されたかも自動
的に記録することが可能となる。

広がる規制対応

　ヘルスケア分野や食品分野では、
製品識別情報などの表示やデータ共
有を義務付ける規制が導入され始め
ている。GS1 USより、米国にお
ける規制の概要と、規制への対応に
活用できるGS1標準が紹介された。
　FDA（米国食品医薬品局）が公
表した UDI（医療機器固有識別）
規則は、医療機器へ GS1標準など
FDAが認める標準を使用したバー
コード表示を義務付けている。アメ
リカ連邦議会が発行した DSCSA

（医薬品サプライチェーン安全保障
法）では、販売単位でのシリアル番
号表示やトレーサビリティ管理が義
務付けられている。FSMA（食品
安全強化法）では、生産ロット情報
をサプライチェーン全体で記録する
ことや FDAへトレーサビリティ情
報を提出することが義務付けられて
いる。
　製品識別情報だけでなく、ロット
情報やシリアル番号、日付情報など
の付属情報も個々の製品に付番する
ための二次元バーコードや RFID

などの GS1標準データキャリア、
情報を共有するための EPCIS標準
などが紹介された。

ロマリンダ大学病院：RFID によ
るリアルタイム在庫管理

　カリフォルニア州にあるロマリン
ダ大学病院の 5つの施設でも RFID

が活用されている。
　先述した UDI規制対応のため医
療機器には固有識別情報がバーコー
ド表示されており、そのバーコード
を読み取ってRFIDタグを発行し、
個々の製品に貼付している。室内に
2～ 4つのアンテナを設置し、機器
に貼付された RFIDタグを常時読
み取ることでリアルタイム在庫管理
を実現した。
　 機器を保管するエリアと使用する
エリアで発生していたデータギャッ
プの解消、棚卸の正確性向上、適正
在庫の把握、そして誤った機器の使
用を防ぐことで患者の安全性向上に
つながった。どの患者に対してどの
機器を使用したかも記録できる。

　RFIDは、一括で大量に読み取れ
る利点を生かし、棚卸やレジ精算、
自動化などに活用されてきた。これ
に加え、商品情報以外の付属情報も
含めたデータ取得や活用、モノの動
きを記録するといった用途も広がっ
てきている。企業や業界における課
題解決ツールの選択肢の一つとし
て、今後もRFIDへの期待は高まる。
（RFID・デジタル化推進グループ　

笹瀬）

RFID Journal LIVE! 2024 参加報告
ー 活用の幅が広がるRFID、リアルタイム在庫管理から規制対応まで ー

写真 1　RFIDリーダ搭載車

写真 2　会場の様子
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　GS1 Japanは、2024年４月 22

日よりGS1 Japan Data Bank -事
業者・ロケーション情報 -（以下、
GJDB -事業者・ロケーション情報-）
のサービスを開始した（注 1）。GJDB -

事業者・ロケーション情報 - は、
G L N（ G l o b a l  L o c a t i o n 

Number）（注 2）とそのGLNにひも
付く住所などの情報の登録と適切な
管理を実現するためのデータベース
サービスである。

GJDB - 事業者 ･ ロケーション情
報 - の利用方法

　GJDB -事業者・ロケーション情
報 - は、当財団から GS1事業者
コードの貸与を受けている事業者専
用のポータルサイトである「My 

GS1 Japan」にログインして利用
する。
　My GS1 Japanにログイン後、
GJDB -事業者・ロケーション情報 -

のメニューをクリックすると、GJDB 

-事業者・ロケーション情報 -のダッ
シュボードが表示される。ダッシュ
ボードを起点に、GLN情報の登録、
閲覧、管理などを行うことができる。

簡単な GLN 設定

　GLNは「GS1事業者コード」+「ロ
ケーションコード」+「チェックデ
ジット」の 13桁の数字で構成され
る。GJDB -事業者・ロケーション
情報 - では、以下の手順で簡単に
GLNを設定することができる（図
1参照）。
①ダッシュボードの一覧に表示され
た貸与を受けている GS1事業者
コードから、設定する GLNを選
択する（貸与を受けている GS1

事業者コードが一つの場合、自動
で選択される）。

② GLNタイプを選択する。
③ロケーションコードを入力する。
④「チェックデジット設定」ボタ
ンをクリックすると、チェック
デジットが自動で計算される。

GLN の正確な管理

　GJDB -事業者・ロケーション情
報 - はGLNの登録台帳として活用
することも可能である。貸与を受け
ている GS1事業者コードに対し
て、何件のGLNを登録しているの
か、登録状況などをダッシュボード
で確認することができる（図2参照）。

　また、GLNをシステムで管理す
ることで、GLNの重複を避けるこ
とができる他、GLNの担当者が変
更、異動したり、GLN情報を管理
している台帳を紛失したりするこ
とによって「どの GLNを何に設定
したか」が不明になる事態を防ぐ
ことができる。

GLN の公開

　GJDB -事業者・ロケーション
情報 - に登録された GLNの情報は

当財団関連のサービスに公開され
る。現時点では GEPIRを公開対象
としており、取引先などにスムーズ
に情報を共有することができる（図
3参照）。

サービス向上に向けて

　GLNを正確に設定し、適正な管
理が可能である GJDB -事業者・
ロケーション情報 - を GLNの利用
に役立ててほしい。そして、より良
いサービスとなるよう、ぜひ、その
使用感や要望などの声を当財団へ
寄せていただきたい。
　当財団は、いただいた意見を取り
入れながら、GJDB -事業者・ロケー
ション情報 - の利便性の向上、サー
ビスの充実に取り組んでいく。
（注 1）当財団は、2024年 4月 12日付

で「GLNデータベース登録申請シス

テム」のサービス提供を終了した。

「GLNデータベース登録申請システム」

に登録されていたデータは、サービス

提供終了時点で有効な GS1事業者コ

ードを基に作成されている GLNを対

象として GJDB -事業者・ロケーショ

ン情報 - へ移行した。

（注 2）国内および国際的な企業間取引に

おいて、組織や場所を世界的に唯一に

識別する GS1識別コード。GS1事業

者コードを使用して13桁で設定する。

（データバンクビジネスグループ　
長田）

GS1 Japan Data Bank -事業者・ロケーション情報-  
のサービス開始

図 1　GLN情報新規登録画面

図 2　ダッシュボード

図 3　GLN公開イメージ

Sample
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　2024年 6月、当財団は 2023年
度の事業報告および決算報告を審議
するため、2024年度 第 1回通常
理事会および 2024年度 定時評議
員会を開催した。

2024 年度 第 1 回通常理事会

　2024年6月6日に明治記念館（東
京・港）において開催した。
　迎会長が議長となり議事が行われ
た。また、議事録署名人は議長の他
に服部監事と荒井監事が務めた。
第 1号議題「2023年度事業報告
について（案）」
第 2号議題「2023年度決算報告
について（案）」

　杣谷専務理事から各議題の内容に
ついて説明があり、議長が両議題に
ついて諮ったところ、全員異議なく
原案のとおり承認した。
第 3号議題「理事の職務執行状
況について」

　常勤理事である迎会長、杣谷専務
理事、前田常務理事、西山理事、森
理事が、3月に開催した 2023年度 

第 2回通常理事会終了後から現在
までの職務執行状況について書面で
報告を行った。
第 4号議題「2024年度定時評議
員会の開催について（案）」

　評議員会の日時および場所、議題
および議題の概要について承認した。
　議長は、以上をもって閉会を宣した。

2024 年度 定時評議員会

　2024年 6月 21日に明治記念館
において開催した。
　細野評議員が議長となり議事が行
われた。また、議事録署名人は議長
の他に淺野評議員と廣根評議員が務
めた。
第 1号議題「2023年度事業報告

について」
第 2号議題「2023年度決算報告
について（案）」

　杣谷専務理事から各議題の内容に
ついて説明があり、議長が両議題に
ついて諮ったところ、全員異議なく
原案のとおり承認した。
第 3号議題「評議員の選任につ
いて（案）」

　評議員の全員の任期が、この定時
評議員会で満了となり、次の通り選
任された。
＜再任＞
淺野 正一郎、久米 裕康
髙倍 正浩、根岸 邦彦
廣根 光政、細野 助博
牧野  剛
＜任期満了による退任＞
加納 尚美、前原 正雄
松井 秀夫
＜新任＞
岩崎 昭良、二村 篤志
美代 賢吾、渡辺 達朗

（2024年6月21日付）
第 4号議題「監事の選任につい
て（案）」

　監事の全員の任期が、この定時評
議員会で満了となり、次の通り選任
された。
＜再任＞
荒井 恒一、服部 成太

（2024年6月21日付）
第 5号議題「理事の選任につい
て（案）」

　理事の全員の任期が、この定時評
議員会で満了となり、次の通り選任
された。
＜再任＞
迎 陽一、杣谷 晴久
前田 秀、森 修子、
清家 彦三郎、田原 貴之
時岡 肯平、豊島 直人
畑中 伸介
＜任期満了による退任＞
西山 智章、安田 洋子
＜新任＞
豊永 厚志、浅野 耕児
西阪 義晴

（2024年6月21日付）
　議長は、以上をもって閉会を宣した。

2024 年度第 1 回臨時理事会

　2024年 6月 21日、代表理事お
よび業務執行理事について、次の通
り選定された（書面決議）。
会　　長　豊永 厚志
専務理事　杣谷 晴久
常務理事　前田 秀
常勤理事　森 修子
常勤理事　浅野 耕児

　今回承認された 2023年度事業報
告書および決算報告書は、当財団ウ
ェブサイトに掲載されている。
　また、次回の理事会・評議員会は、
2025 年度予算を審議するため
2025年 3月に開催予定である。

（総務部　山下）

理事会・評議員会を開催
ー 2023年度の事業報告・決算報告を審議 ー

理事会（左）、評議員会　開催風景
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